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1はじめに

福島第一廃炉推進カンパニー（以下、廃炉C）の業務は、旧来の運転・保守系
中心の業務から、建設系のプロジェクト的な業務が中心になっている

体制面において旧来の発電所の延長ではなく、プロジェクト運営に適
したプロジェクト遂行型組織となるよう、2020年4月に組織改編を実
施した

組織改編の結果、プロジェクトや安全・品質の体制は強化されたが、
業務運用上での課題があると評価しており、今後も継続的に課題解決
に取り組む

本日、廃炉Cの組織改編実施後の状況と評価に関して、下記事項をご説
明させて頂く

本日の
ご説明事項

1. 組織改編のねらい

2. 組織改編の概要

3. プロジェクト体制の強化

4. 安全・品質面の強化

5. まとめ



21.組織改編のねらい

指示

廃炉・汚染水対策に
係る最高責任者

PG/PJに関する監督・支援
⇒予算管理、工程管理、

人財管理 等

廃炉C全体の安全・品質に
関する監督・支援
⇒防災・人災、トラブル対応

設備品質、業務品質 等

PG/PJの執行

設備の運用・保守

1F所長 廃炉資材調達ｾﾝﾀｰ長廃炉ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ長
資材の調達広報・視察

報告

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ室長

監督・
支援

補佐

廃炉安全・品質室長
廃炉・汚染水対策
最高責任者（CDO）

補佐

監督・
支援

目的：「プロジェクトマネジメント機能」、「安全・品質面」の強化

概要：

・PG/PJを組織化しPGM/PJMの責任と権限を明確化

・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ室と廃炉安全・品質室を設置し１F執行業務の監督・支援を強化

・組織改編後の評価の実施（職場状況調査による）

執行機関

監督機関

※PG/PJ：プログラム/プロジェクトの略（以下、同じ）
PGM/PJM：プログラムマネージャー／プロジェクトマネージャーの略（以下、同じ）
PG：複数のPJを組み合わせた統合的な活動
PJ：特定の成果を生み出すために、時間と資源をかけて行う一連の作業



32.組織改編の概要
(1) 組織改編前

（1F：1室＋15部で構成）

カ イ ゼ ン 室

廃 炉 管 理 部

総 務 部

技 術 ・ 品 質 安 全 部
防 災 安 全 部

放 射 線 防 護 部

環 境 化 学 部

1 ~ 4 号 設 備 運 転 管 理 部

燃 料 対 策 ・ 冷 却 設 備 部

電 気 ・ 通 信 基 盤 部

5・6号/共通設備運転管理部

5 ・ 6 号 / 共 通 設 備 保 全 部
水 処 理 運 転 管 理 部

水 処 理 設 備 部

土 木 部

建 築 部

メンバーはライン組織とPG組織の双方を従事
二重のレポートライン

ライン組織
組織が細分化し、多数の部/室が存在
膨大なコミュニケーションパスによる情報共有の難しさ（エアポケット）

ヒト・カネ・工程の監督／執行機能が分散
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プログラム組織
プログラムは仮想的組織
組織長（PGM）は工程・予算に関する権限を持たず、プログラム遂行
に対する責任所在が曖昧

福島第一廃炉推進C

廃炉コミュニケーションセンター

廃 炉 資 材 調 達 セ ン タ ー

廃 炉 工 事 設 計 セ ン タ ー

プ ロ ジ ェ ク ト 計 画 部

：課題

福 島 第 一 原 子 力 発 電 所

廃 炉 推 進 室

安全・品質に関して
１F内組織のため、１Fへの牽制機能が不十分
経営目線での機能が不十分



42.組織改編の概要
(2)組織改編後

プロジェクトマネジメント室

福 島 第 一 廃 炉 推 進 C

廃 炉 安 全 ・ 品 質 室

汚染水対策PG部 (PG1）

プール燃料取り出しPG部 (PG2)

燃料デブリ取り出しPG部 (PG3)

廃棄物対策PG部 (PG4)

敷地全般管理・対応PG部 (PG5)

計 画 ・ 設 計 セ ン タ ー

建 設 ・ 運 用 ・ 保 守 セ ン タ ー

防 災 ・ 放 射 線 セ ン タ ー

戦略立案、PG/PJの監督・支援、ヒト・カネ・工程の管理等

廃炉C全体の安全・品質強化のための計画、施策立案、監視等

PG/PJに係る計画立案、工程・予算等のPJ管理業務

PG部からの依頼に基づく運用・保守業務
既存設備に係る運用・保守業務

現場の防災安全、放射線管理、環境化学管理 等

PG部からの依頼に基づく計画・設計業務
既存設備に係る計画・設計業務

福 島 第 一 原 子 力 発 電 所
…

…
プログラム組織

組織化することにより、PGの責任と権限を明確化
部内レポートラインのシンプル化

ライン組織
調査・工法検討の観点や作業の安全・品質確保のための工事監理
の観点で現場出向機会を増加
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■組織改編前後の１Ｆ勤務者数

2020.3.31 1,073名 → 2020.4.1 1,140名（増67名）

組織改編に合わせた要員シフト 71名を含む

■人財確保以外の専門分野強化策

社外専門人財との合同検討体制の設置

• 非密封のα核種対応が廃炉成功の重要な鍵と考えており、取り扱いに必要な
能力を高めるために専門人財の確保が急務

• そこで、専門知識を有する社外専門人財との合同による検討体制を組み、技
術情報・知見を収集したハンドブックやガイドの作成を目指すとともに、課
題整理や対応シナリオを検討中

■2020年の１Ｆ要員強化

専門人財の確保状況 16名（2020年4月～ 実績）

・安全・品質分野 3名

・放射線管理・分析分野 ４名

・デブリ関係 ４名

・当直長経験者 １名

・その他 ４名

2.組織改編の概要
(3) １Ｆの要員強化について



3. プロジェクト体制の強化
(1)プロジェクトマネジメント室（PMO）設置のねらい
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組織 ヒト カネ 工程

廃炉C
本社

廃炉推進室 監督 監督

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ計画部 執行 執行
監督/
執行

福島第一原子力発電所
執行

監督/
執行

監督/
執行

組織 ヒト カネ 工程

廃炉C
本社

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ室 監督 監督 監督

福島第一原子力発電所 執行 執行 執行

組織改編前は、ヒト・カネ・工程の監督/執行に関する機能が組織間で分散
し、結果としてその機能（課題の早期把握 等）を十分に発揮できていなか

った。

ヒト・カネ・工程に関する組織の役割を再整理＆明確にし、PMO※における

監督機能を強化することで、廃炉C全体のPJマネジメント力を向上させる
ことが、今回の改編のねらい

＜改編前＞ ＜改編後＞

※PMO：プロジェクトマネジメント室（Project Management Office）の略（以下、同じ）



73. プロジェクト体制の強化
(2)「プロジェクトマネジメント機能」の強化状況

今年度から廃炉中長期実行プラン2020に基づきPJを遂行。本プランは廃炉の進
捗や課題に応じて定期的に見直していく。

PMOは、PJ進捗の把握やPJリスクの早期把握等、PG組織に対する監督を行うと
ともに、管理の仕組み構築やリソース再配分等の支援を実施

監督

支援

プロジェクト
マネジメント室

PG組織

PG組織に対する支援の内容（例）

PG/PJの推進に必要な仕組み構築／ツール提供（経営ダッシュボード、工程管理ツール等）

PG/PJ運営に適した人財の育成

PG/PJのニーズに応じたリソースの再配分(職場状況調査を踏まえた効率化への対応等）

PG組織に対する監督の内容（例）

中長期的戦略の立案、各PGに対する具体的ミッションの指示

各PGの進捗状況を俯瞰的にモニタリングし、状況に応じ是正を指示(進捗レビュー会議等)

各PGの重要な意思決定はゲートを設け管理

ミッション達成に必要なリソースの配分

報告 組織図上は、CDOおよび発電
所長を介して実施されること
になるが、実務上は直接実施
しており、進捗レビュー会議
等を通じて、CDOおよび発電
所長と共有されている。
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各PG/PJは、毎月の進捗レビュー会議で、各PJの進捗、課題、リスク、予算への影
響等を上層部と早期に共有。上層部は、各PG/PJの進捗等を俯瞰的に確認したうえ
で対応を指示。

･PJ毎に定量的な
遅延週数で見え
る化

遅延やリスクの原
因、対応策、金銭
的影響を記載

経営層からの指示
事項の見える化

3. プロジェクト体制の強化
(3)「プロジェクトマネジメント機能」の強化例①

PG毎の対外マイ
ルストーンの達成
見通しを見える化
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＜実例＞

3号機からのデブリ取り出しに向けて、建屋外の3/4排気筒や変圧器撤去等の調整

複数のプロジェクトを横断する課題については、当事者間では対応方針や工程調
整の協議に難航したケースがあったが、ＰＭＯが積極的に関与して調整を完了

更に、ＰＭＯは、本事例を一過性の対応とはせずに、横断課題の対応状況が進捗
レビュー会議の場で上層部に共有されるよう仕組みを構築

PG1 高線量ガレキ撤去 PG3 変圧器撤去工事 PG4 PCB絶縁油対策 PG5 排気筒撤去

課題の整理（調整のGOAL）
→各PGが合意する目標工程を策定

検討リーダーの指名

検討メンバーの招集

検討体の運営

会議体での報告

⇒約3か月の短期間で調整完了

PMOが仕切り、進捗を報告

3. プロジェクト体制の強化
(3)「プロジェクトマネジメント機能」の強化例②

N

3号カバー
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改編前 改編後（現状）

組 織

【機能別組織】 【成果別組織】

ポイント

複数の部長・GMが部分的な権限と
責任を有しており、指揮命令系統が
複雑
複数の部にまたがっており、意思決
定に時間を要する。
関係する要員が点在しておりコミュ
ニケーションが図りにくい。

PG/PJの権限と責任が明確となり、指
揮命令系統が一本化

PG内で意思決定が完結。
関係する要員が集約されることでコ
ミュニケーションが図りやすい。

●●部

▲▲部
〇〇グループ

△△グループ
■■プログラム

□□プロジェクト

□□プロジェクト××部

××グループ

3. プロジェクト体制の強化
(4)PG/PJの組織化のねらい

組織改編前は、旧来の発電所の延長した部門横断的な仮想的な組織であったため、

PGM/PJMの権限と責任が曖昧であった。

仮想的組織であったPG/PJを組織化することで、PGM/PJMの権限と責任を明確化す

ることが、今回の改編のねらい



11

今回の組織改編で、機能別の工事部門（機械、建築）と運用部門（燃料）、およ
び計画箇所（本社）と実施箇所（発電所）が統合された。これにより、指揮命令
系統の明確化、迅速な意思決定、およびタイムリーな調整によるPJの円滑な遂行
などが可能となった。

具体的には、設計に携わってきた担当者が、試運転確認まで主体的に行うことで、
燃料取り出し操作・保守の計画を、ひとつの組織で完結できることなどが挙げら
れる。

また、工事部門で得られた燃料取り出し用カバー架構などの重量物運搬の体制や
工夫を、運用部門のキャスク運搬につなげるなど、速やかにノウハウの水平展開
ができている。

上記に加え、複数の機能が統合したことにより、多面的に知恵を出し合い、工夫
する、PJ全体最適志向の組織に変わった。

さらに、PJが組織毎に明確になり、各担当者が責任のあるPJの仕事に集中して取
り組むこと、および計画・設計・調達等の検討に、より深く関わることが可能と
なった。

ただし、職場状況調査の結果では、新たな業務のしくみが十分に浸透していない
こと等に起因する非効率的な業務運営も確認できた。

3. プロジェクト体制の強化
(5)PG/PJの組織化による効果



4.安全・品質面の強化
(1)廃炉安全・品質室の機能
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福 島 第 一 廃 炉 推 進 C 福 島 第 一 廃 炉 推 進 C

安 全 ・ リ ス ク 管 理 G

品 質 向 上 G

基 盤 整 備 G技 術 G

安 全 管 理 G

技 術 ・ 品 質 安 全 部

廃 炉 安 全 ・ 品 質 室

福島第一原子力発電所

現行組織 改編案

保安管理、リスク管理、安全評価 等

実線：主たる機能移管先

点線：部分的な機能移管先

＜凡例＞

改 善 推 進 G

品 質 保 証 G

安 全 ・ 解 析 G

運 転 ・ 保 安 G

プ ロ ジ ェ ク ト 計 画 部

不適合、トラブル対応、総点検の進捗管理
設計管理プロセス改善、品質強化プログラム
の進捗管理 等

品質保証・品質管理のための基盤整備
新検査制度への対応 等

＜ポイント＞
廃炉C全体の安全・品質を強化するため、発電所から独立した組織として
CDO直下に廃炉安全・品質室（以下、安品室）として設置
安全・品質の強化のための計画や施策立案、監視を主な業務とし、
１F所長はその業務執行における安全・品質の施策実現の責任を負う
全員が1Fに勤務し、ライン業務・現場に密着して支援をおこなう

７名増員
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現場へ出向き、問題点を早期に見
つけるようにはなってきているも
のの十分ではなく、不適合の削減
までには至っていない
今後、
現場から何を持ち帰るか、如何に
カイゼンにつなげるか、
「質」に着目した取り組みを重視

組織改編以降、
計画・設計Cと建設・運用・保守Cを分け
設計方は調査・工法検討の観点、現場監
理方は現場作業における安全・品質の観
点で現場に出向するよう、各組織の業務
計画に掲げ、力を入れた結果
・工事監理員の現場出向回数は増加傾向
・CR起票数は増加傾向
・マネジメント・オブザベーション（以

下ＭＯ）における指摘件数はほぼ横ば
い

4.安全・品質面の強化
(2)「安全・品質面」における現場管理の実態

現場工事監理出向回数

マネジメント・オブザベーション(MO)指摘

CR起票状況

要改善

指摘

約200件/月

▽ＣＲ導入

ＣＲ起票数の推移

３月(組織改編前) 9月

491回/月

2375回

10月

2200回
約2200回/月

(組織改編後) 11月

2031回



144.安全・品質面の強化
(2)「安全・品質面」における現場管理の実態

【補足説明】

・マネジメント・オブザベーション（MO）とは

管理的職位にある者が、業務や現場の状況（作業実施状況など）を一定時間留ま
って観察し、助言することにより、現場の改善につなげる活動のこと
実効的なMOをおこなうためには、現場での気付きが重要であり、その眼力をつ
けるために取り組みを強化する必要があると認識
尚、MOにおける観察で気付いた問題点などは、CR（コンディションレポート）
として起票する

・CRとは

CRとは、コンディションレポートの略
現場におけるリスク兆候への気付き、良好事例、ヒヤリハット、要望推奨など、
現場の改善に繋がる事項を起票するレポートのこと
不適合未満の事象のことであり、不適合を未然に防ぐことが目的であり、MOと
同様に、現場での気付きが重要となる
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全体 ：約63件/月
ＧⅠⅡ：約 6件/月

全体 ：約49件/月
ＧⅠⅡ：約 8件/月

６３件→

←４９件

2019年度 2020年度

〇不適合の発生件数の推移
月平均 2019年度：約63件／月、
2020年度11月迄：約49件／月と
全体的には減少傾向にある
GⅠ、GⅡの高グレード不適合件数
は、約６～８件／月で、ほぼ変わら
ない状況

4.安全・品質面の強化
(3)不適合分析の深堀りと「安全・品質面」の強化状況

不適合・ＣＲ分析から抽出された共通課題は４点(詳細は11/16監視評価検討会参照)
1.対外公表誤り（机上）
2.放射線管理（現場）
3.運転管理
4.火災防護

上記課題については個々に対策を実施中であるが、それでも尚、PCVガス管LCO
逸脱事象など不適合発生が続いていることも踏まえ、あらためて、さまざまな
切り口で不適合分析の深堀りを実施。本日はその中で、以下２点について報告
する

①不適合の再発状況
②リスク管理不備による不適合の状況
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不適合の再発状況は昨年度から同程度で推移し、熱中症を除くと減少傾向
・2019年度：約３件/月 ⇒ 2020年度：約2件/月（全体50～60件/月の約5%）
・品質不適合での再発割合が高い
・特に放射線管理が多く、線量計（APDやGB）の一時不携帯（置き忘れ）で多発

対外公表誤りは1Qまで再発がみられる

品質不適合

人身不適合

設備不適合

再発不適合数の推移 業務分類別

放射線管理

①不適合の再発状況

4.安全・品質面の強化
(3)不適合分析の深堀りと「安全・品質面」の強化状況

対外公表誤り

※人身不適合(熱中症)の再発を除く
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ふるまい教育
・全社員・作業員が半日間作業を中断し、放射線防護に関する「ふるまい教

育」を一斉実施。ルールの意味合いも含めて全員に再教育(9月25日実施)

ハード対策
・年間約10万件近くの公表データ処理に対する入力業務に関して順次自動化

(RPA・スマートグラス・計測値の自動送信)※RPA:ロボティック・プロセス・オートメーション

・毎日約5千件の貸出をおこなっているAPD忘れなどに対し、行為そのもの
ができないよう物的対策を検討中

不適合の再発(放射線管理)に対する対策

4.安全・品質面の強化
(3)不適合分析の深堀りと「安全・品質面」の強化状況

ふるまい教育の教材例

スマートグラスによる分析作業
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②リスク管理不備による不適合の状況
・事前にリスク洗い出しが行われていれば防げたと考えられる事案を、リスク管理

不備による不適合と認識し、1Fの業務計画PIに掲げ管理
計31件のリスク管理不備不適合が発生し、分類別ではTBM-KYが18件と最も多い

4.安全・品質面の強化
(3)不適合分析の深堀りと「安全・品質面」の強化状況

※ １つの不適合で、複
数の分類に該当す
るものがある一方で
１つも該当しないも
のもあるため、不適
合件数とは必ずしも
一致しない。

・原因別では、事前調査・確認不足が多く、事前のリスク検討に弱み
その状況を現場で気づくことができていない当社監理員・協力企業の管理面
(リスク抽出)に甘さ

※PCVガス管LCO逸脱事象
は11月に含まれる

・11月にPCVガス管LCO逸脱が発生、「そこに
緊急停止ボタンがある」という事前のリスク
検討不足が主な原因と捉えており、根本分析
に基づき、人に頼らないハード対策も含め抜
本対策を検討中

・上記に限らず、設備形成のあり方まで立ち返
って必要な改造の可否等も含め見直していく

(DR:設計レビュー)

※PI:パフォーマンス・インジケーター
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現場におけるリスク抽出の強化
・全GMに対して、担当者を指導するためのＭＯの視点を再教育

協力企業と当社カウンタパートの取り組み(一例)

合同MO

ファンダメンタルズ

4.安全・品質面の強化
(3)不適合分析の深堀りと「安全・品質面」の強化状況

・協力会社と一体となった取り組みの中で、協力企業への働きかけを強化
当社カウンタパートとの合同MOを実施し、現場での対策実施状況を確認
安品室による安全事前検討会のリスク抽出状況確認・現場実施状況確認
協力会社の管理レベル向上支援として、MO研修・RCA研修を開催
協力企業向けファンダメンタルズを作成、協力会社と共有

リスク管理不備に対する対策

協力企業への出張MO研修

MOの視点
①放射線管理②安全管理③品質管理

廃炉安全・品質室は各グループのＭＯを、
オーバーサイトし、MOの更なる「質」の
向上を目指す
現場のリスク抽出・低減を進めることで、
不適合発生の抑制につなげていく

担当者
（監理員）

ＧＭ

現場
〇現場がふるまいやルールに基づき活動されているかを

担当者がＭＯ（よく見て改善する）

〇担当者の監理状況をＧＭがＭＯ（よく見て指導する）

※RCA:根本原因分析
（Root-Cause-Analysis）



204.安全・品質面の強化
(3)不適合分析の深堀りと「安全・品質面」の強化状況

対策 行動計画 実施者
計画
実施 ねらい

現
場
に
お
け
る
リ
ス
ク
抽
出
の
強
化

現場MOの
強化

・全GMに対してＭＯの視点(①放射線管理 ②安全管理
③品質管理)を再教育

全GM 11/10、
11/11
実施 東京電力は

・GM、TL、メンバー各レ
ベルにおいてMOにて現
場現物を確認

・必要に応じフィードバッ
クを実施して、協力企業
と当社の連携を強化し、

・現場全体のガバナンスの
向上を目指す

・その過程でGM、担当者
の力量向上も図る

協力企業は
・トップのリーダーシップ

の下、安全と品質に関す
る活動を実施し、

・その成果が事前検討会、
TBM-KY・ヒューマンパ
フォーマンスツール活用
等の現場の行動に現われ、

・結果として災害やヒュー
マンエラーが発生しない

という姿を目指す

・現場MOの実施
作業員のふるまいを確認、指摘や気づき事項をフィー
ドバックし、現場の改善をおこなう

GM、TL、
担当者

GMは
月4回
程度

・発電所組織のMOをオーバーサイト 廃炉安全
・品質室

月10箇
所程度

協力会社と
一体となっ
た取り組み

・当社カウンタパートとの合同でMOを実施し、現場での
再発防止対策の履行状況を確認

部長級
カウンタ
パート

月数回
程度

・安全事前検討会のリスク抽出状況確認、現場実施状況
確認のオーバーサイト

廃炉安全
・品質室

25件名
実施

・協力会社の管理レベル向上支援として、協力企業へ出
張し、MO研修・RCA研修を実施

廃炉安全
・品質室
防災・放
射線セン
ター

12/1、
12/9、
12/11
実施

・協力企業向けファンダメンタルズ(判断・行動の基準)
を作成、協力会社と共有

PMO
防災・放
射線セン
ター

12/10
実施

リスク管理不備に対する対策 行動計画



21５．まとめ

組織改編の結果、プロジェクトや安全品質の体制は強化されたが、業務運用上
での課題があると評価しており、今後も継続的に課題解決に取り組む

組織改編により、各PJの責任と権限が明確化され、PJに集中して取り組むこ
とが可能になった。また、PMOを設置したことで、PJの進捗管理や複数のPJ
を横断する課題への対応が可能になった。

安品室を１Fに設置したことにより、不適合情報等をもとにした弱点の分析
や対応といったきめ細やかな監督・支援が現場目線で実施できるようになっ
た。また、メーカー出身者の視点も活用し、品質チェック体制を強化してい
る。

しかしながら、不適合件数は昨年度に比べて全体的には減少傾向が見られる
もののまだ多く、高グレードの不適合は変わらず発生している状況であるこ
とから、MOの強化など協力企業と一体となって現場管理レベルの向上をは
かっていく。

尚、職場状況調査の結果では、新たな業務のしくみが十分に浸透していない
こと等に起因する非効率的な業務運営も確認できたことから、GMの気づき
を促すツールの提供や業務プロセスの周知等に取り組む。



22【参考】職場状況調査と個別対話について

<実施概要>

組織改編後の職場の状況や課題について、組織別にタイムリーに把握するため、

職場状況調査 （アンケート）」を６月以降11月までに４回実施。

上記も踏まえ１Ｆ副所長級と相談のうえ抽出したグループメンバー（計160名）

と個別対話を実施し、助言や問題の深堀りを行った。

<成果>

「職場状況調査」でグループの状況を見える化、「個別対話」は課題解決や満足

度向上に寄与したことが確認できた。

また「人手不足」と感じる背景には、業務の運用面や上司のマネジメントに関わ

る課題等いくつかの構造的な問題があり、これが「非効率」な業務運営につなが

っていることが明らかになった。

属人的な問題については個別に対応しており、早急に手を打つことができたと考

えている。
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※職場状況調査実施時期 第１回；６月、第２回；７月、第３回；９月、第４回；11月（定期異動後の状況確認）
※個別対話実施時期 第１回；７月、第２回；８～９月、第３回；９～10月、第４回；11月

【参考】職場状況調査と個別対話について

具体的な実施内容



24【参考】職場状況調査と個別対話について

職場状況調査結果

「上司との関係性（Q5）」は良好、社員の多くは「学びと成長に満足（Q3）」しているが、

「効率的な働き方（Q2）」には課題があると考えられる

※組織改編の対象外であった廃炉資材C、廃炉ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝCは除く

Ａ
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• 個別対話の結果、業務運営上で「非効率」につながる構造的な具体的課題を確認

• 体系的に対応策を講じることで、組織全体の生産性とさらなる満足度向上をめざす

1.組織設計

A) 部署間の仕事の押し付け合いがあり、組織間
調整に時間がかかっているケースがある

B) 組織改編により新たに実施することとなった
業務の分担、やり方が浸透していない

2.人財配置

3.上司の
マネジメント

A) 経験者が少ないグループがある、担当者の配
置を変えることで効率化がはかれる等、人財
配置に改善の余地がある

A) 上司によるメンバーへの仕事の割り振りに偏
りがある

B) 上司とメンバーのコミュニケーションが不足
している

C) 上司によるメンバーへの仕事の意義の説明、
意識付けが十分ではない

課 題

分類 具体的な内容

【参考】職場状況調査と個別対話について

個別対話で確認できた主な課題と対応策Ｂ

対応策

業務プロセスの確認
業務分掌の見直し

問題意識の共有と周知

迅速な配置調整の実施

管理職に「気づき」を促す
ツールを提供

管理職研修の実施

継続的な状況の確認


